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○神戸国際大学教職課程規程 

昭和54年12月13日 

制定 

最近改正 2016（平成28）年４月１日 

（目的） 

第１条 本学に、教員養成のための教職課程を置く。 

（委員会及び構成） 

第２条 教職課程を運営するために教職課程委員会（以下「委員会」という。）を設ける。 

２ 委員会の委員は、教務部長、教職専門科目（必修）担当専任教員、教科専門科目（必修）

担当専任教員、教学センター室（次）長、教学センター教務担当室長補佐、及び事務主担

者をもって構成する。 

（教務部長の権限） 

第３条 委員会は、教務部長がこれを代表し、委員会を統轄する。 

（審議事項） 

第４条 委員会は、次の事項を審議する。 

(1) 授業の編成に関する事項 

(2) 教育実習の指導に関する事項 

(3) 教育職員免許状の授与申請に関する事項 

(4) 教育職員免許状取得のための聴講生に関する事項 

(5) その他教職課程に関する重要事項 

（開講科目） 

第５条 本課程の科目は、教育職員免許法（昭和24年法律第147号）に基づいて開講する。 

２ 履修方法は別表による。 

（所管事務） 

第６条 教職課程に関する業務は、教学センター（教務）でこれを行う。 

（規程の改廃） 

第７条 この規程を改廃しようとするときは、常務理事会の承認を得なければならない。 

附 則 

１ この規程は、昭和54年12月13日から施行する。 

２ この規程は、昭和56年12月12日から改正施行する。 

３ この規程は、平成３年４月１日から改正施行する。ただし、第５条第２項は平成２年４
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月１日から適用する。 

４ 別表(1)については平成３年度新入学生から適用し、平成２年度入学生については別表

(2)を適用する。 

５ この規程は、平成７年４月１日から改正施行する。ただし、別表(1)については平成７

年度入学生から、別表(2)については平成６年度以前入学生に適用する。 

６ この規程は、平成12年４月１日から改正施行する。ただし、別表(1)については平成12

年度入学生から、別表(2)については平成11年度以前入学生に適用する。 

７ この規程は、2008（平成20）年４月１日から改正施行する。ただし、別表(1)について

は平成20年度入学生から、別表(2)については平成19年度以前入学生に適用する。 

８ この規程は、2009（平成21）年４月１日から改正施行する。 

９ この規程は、2010（平成22）年４月１日から改正施行する。ただし、別表(1)について

は平成22年度入学生から、別表(2)については平成20年及び21年入学生に、別表(3)につい

ては平成19年度以前入学生に適用する。 

10 この規程は、2014（平成26）年４月１日から改正施行する。ただし、別表(1)について

は2014（平成26）年度入学生から、別表(2)については2013（平成25）年度以前入学生に

適用する。 

11 この規程は、2015（平成27）年４月１日から改正施行する。 

12 この規程は、2016（平成28）年４月１日から改正施行する。ただし、別表(1)の②につ

いては、都市環境・観光学科の2014（平成26）年度および2015（平成27）年度入学生と、

国際文化ビジネス・観光学科の2016（平成28）年度入学生から適用する。 

別表(１) （履修方法）（第５条関係） 

免許状取得に必要な科目は、次の表にしたがって履修するものとする。 

① 経済経営学科 

 A：教職に関する科目 B：教科に関する科目 C：教職に関する科目又はD：教科に

関する科目 

中学

一種

社会 

教師論 2 

教育原理 2 

教育心理学 2 

教育行政学 2 

教育課程論 2 

社会科教育法A 2 

日本史A 2 

外国史A 2 

人文地理学 2 

自然地理学 2 

地誌 2 

現代法 2 

生涯学習論 

青年心理学 

地理歴史科教育法

A 

地理歴史科教育法

B 

日本史B 

現代日本経済史 

経営史 

外国史B 

西洋経済史 

国際法B 
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社会科教育法B 2 

道徳教育論 2 

教育方法論 2 

生徒指導・進路指導論 2 

教育相談の研究 2 

教職実践演習 2 

教育実習A 5 

国際法A 2 

マクロ経済学入門 2 

現代経済入門 2 

哲学 2 

公民科教育法A 

公民科教育法B 

市民生活と法 

商法A 

商法B 

ミクロ経済学A 

国際経済学 

経済政策論 

金融論A 

金融論B 

財政学A 

財政学B 

経営管理論 

人事労務管理論 

社会学 

倫理学 

平和学 

仕事の心理学 

ボランティア論 

サービス・ラーニング 

高校

一種

公民 

教師論 2 

教育原理 2 

教育心理学 2 

教育行政学 2 

教育課程論 2 

公民科教育法A 2 

公民科教育法B 2 

教育方法論 2 

生徒指導・進路指導論 2 

教育相談の研究 2 

総合演習 2 

教育実習B 3 

現代法 2 

国際法A 2 

国際法B 2 

マクロ経済学入門 2 

国際経済学 2 

現代経済入門 2 

社会学 2 

哲学 2 

倫理学 2 

心理学 2 

生涯学習論 

青年心理学 

社会科教育法A 

社会科教育法B 

地理歴史科教育法

A 

地理歴史科教育法

B 

市民生活と法 

商法A 

商法B 

ミクロ経済学A 

経済政策論 

金融論A 

金融論B 

財政学A 

財政学B 

経営管理論 

人事労務管理論 

平和学 

仕事の心理学 
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ボランティア論 

サービス・ラーニング 

この他憲法（２単位）、生涯スポーツⅠ（２単位）、情報リテラシ論Ⅰ（２単位）を履

修しなければならない。 

② 都市環境・観光学科および国際文化ビジネス・観光学科 

 A：教職に関する科目 B：教科に関する科目 C：教職に関する科目又はD：教科に

関する科目 

中学

一種

社会 

教師論 2 

教育原理 2 

教育心理学 2 

教育行政学 2 

教育課程論 2 

社会科教育法A 2 

社会科教育法B 2 

道徳教育論 2 

教育方法論 2 

生徒指導・進路指導論 2 

教育相談の研究 2 

教職実践演習 2 

教育実習A 5 

日本史A 2 

外国史A 2 

人文地理学 2 

自然地理学 2 

地誌 2 

現代法 2 

国際法A 2 

社会学 2 

現代経済入門 2 

哲学 2 

生涯学習論 

青年心理学 

地理歴史科教育法

A 

地理歴史科教育法

B 

公民科教育法A 

公民科教育法B 

日本史B 

日本社会文化論 

外国史B 

ヨーロッパ史 

アメリカ史 

経済地理学 

観光地理学 

生活空間計画論 

国際関係論 

国際法B 

観光政策・関係法 

マクロ経済学入門 

ミクロ経済学A 

地域産業論 

関西経済論 

観光経済学 

倫理学 

平和学 

仕事の心理学 

ボランティア論 

サービス・ラーニング 

高校

一種

公民 

教師論 2 

教育原理 2 

教育心理学 2 

現代法 2 

国際法A 2 

国際法B 2 

生涯学習論 

青年心理学 

社会科教育法A 

観光政策・関係法 

市民生活と法 

ミクロ経済学A 



5/11 

教育行政学 2 

教育課程論 2 

公民科教育法A 2 

公民科教育法B 2 

教育方法論 2 

生徒指導・進路指導論 2 

教育相談の研究 2 

教職実践演習 2 

教育実習B 3 

マクロ経済学入門 2 

社会学 2 

国際経済学 2 

現代経済入門 2 

哲学 2 

倫理学 2 

心理学 2 

社会科教育法B 

地理歴史科教育法

A 

地理歴史科教育法

B 

地域産業論 

関西経済論 

観光経済学 

平和学 

仕事の心理学 

ボランティア論 

サービス・ラーニング 

高校

一種

地歴 

教師論 2 

教育原理 2 

教育心理学 2 

教育行政学 2 

教育課程論 2 

地理歴史科教育法A 2 

地理歴史科教育法B 2 

教育方法論 2 

生徒指導・進路指導論 2 

教育相談の研究 2 

教職実践演習 2 

教育実習B 3 

日本史A 2 

日本史B 2 

日本社会文化論 2 

外国史A 2 

外国史B 2 

ヨーロッパ史 2 

アメリカ史 2 

人文地理学 2 

自然地理学 2 

地誌 2 

生涯学習論 

青年心理学 

社会科教育法A 

社会科教育法B 

公民科教育法A 

公民科教育法B 

西洋経済史 

経済地理学 

観光地理学 

生活空間計画論 

国際関係論 

平和学 

仕事の心理学 

ボランティア論 

サービス・ラーニング 

この他憲法（２単位）、生涯スポーツⅠ（２単位）、情報リテラシ論Ⅰ（２単位）を履

修しなければならない。 

別表(２) （履修方法）（第５条関係） 

免許状取得に必要な科目は、次の表にしたがって履修するものとする。 

① 経済経営学科 

 A：教職に関する科目 B：教科に関する科目 C：教職に関する科目又はD：教科に

関する科目 

中学

一種

社会 

教師論 2 

教育原理 2 

教育心理学 2 

日本史A 2 

外国史A 2 

人文地理学 2 

生涯学習論 

青年心理学 

地理歴史科教育法

日本史B 

現代日本経済史 

経営史 
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教育行政学 2 

教育課程論 2 

社会科教育法A 2 

社会科教育法B 2 

道徳教育論 2 

教育方法論 2 

生徒指導・進路指導論 2 

教育相談の研究 2 

教職実践演習 2 

教育実習A 5 

自然地理学 2 

地誌 2 

現代法 2 

国際法A 2 

マクロ経済学入門 2 

現代経済入門 2 

哲学 2 

A 

地理歴史科教育法

B 

公民科教育法A 

公民科教育法B 

外国史B 

西洋経済史 

国際法B 

市民生活と法 

商法A 

商法B 

ミクロ経済学A 

国際経済学 

経済政策論 

金融論A 

金融論B 

財政学A 

財政学B 

経営管理論 

人事労務管理論 

社会学 

倫理学 

平和学 

仕事の心理学 

ボランティア論 

サービス・ラーニング 

高校

一種

公民 

教師論 2 

教育原理 2 

教育心理学 2 

教育行政学 2 

教育課程論 2 

公民科教育法A 2 

公民科教育法B 2 

教育方法論 2 

生徒指導・進路指導論 2 

教育相談の研究 2 

現代法 2 

国際法A 2 

国際法B 2 

マクロ経済学入門 2 

国際経済学 2 

現代経済入門 2 

社会学 2 

哲学 2 

倫理学 2 

心理学 2 

生涯学習論 

青年心理学 

社会科教育法A 

社会科教育法B 

地理歴史科教育法

A 

地理歴史科教育法

B 

市民生活と法 

商法A 

商法B 

ミクロ経済学A 

経済政策論 

金融論A 

金融論B 

財政学A 

財政学B 

経営管理論 
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教職実践演習 2 

教育実習B 3 

人事労務管理論 

平和学 

仕事の心理学 

ボランティア論 

サービス・ラーニング 

この他憲法（２単位）、生涯スポーツⅠ（２単位）、情報リテラシ論Ⅰ（２単位）を履

修しなければならない。 

② 都市環境・観光学科 

 A：教職に関する科目 B：教科に関する科目 C：教職に関する科目又はD：教科に

関する科目 

中学

一種

社会 

教師論 2 

教育原理 2 

教育心理学 2 

教育行政学 2 

教育課程論 2 

社会科教育法A 2 

社会科教育法B 2 

道徳教育論 2 

教育方法論 2 

生徒指導・進路指導論 2 

教育相談の研究 2 

教職実践演習 2 

教育実習A 5 

日本史A 2 

外国史A 2 

人文地理学 2 

自然地理学 2 

地誌 2 

現代法 2 

国際法A 2 

社会学 2 

現代経済入門 2 

哲学 2 

生涯学習論 

青年心理学 

地理歴史科教育法

A 

地理歴史科教育法

B 

公民科教育法A 

公民科教育法B 

日本史B 

日本社会文化論 

都市史 

外国史B 

ヨーロッパ史 

アメリカ史 

経済地理学 

観光地理学 

生活空間計画論 

比較都市論 

日本とアジア 

国際法B 

観光政策・関係法 

地方行政論 

マクロ経済学入門 

ミクロ経済学A 

地域産業論 

関西経済論 

都市文化論 

観光経済学 

倫理学 
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平和学 

仕事の心理学 

ボランティア論 

サービス・ラーニング 

高校

一種

公民 

教師論 2 

教育原理 2 

教育心理学 2 

教育行政学 2 

教育課程論 2 

公民科教育法A 2 

公民科教育法B 2 

教育方法論 2 

生徒指導・進路指導論 2 

教育相談の研究 2 

教職実践演習 2 

教育実習B 3 

現代法 2 

国際法A 2 

国際法B 2 

マクロ経済学入門 2 

社会学 2 

国際経済学 2 

現代経済入門 2 

哲学 2 

倫理学 2 

心理学 2 

生涯学習論 

青年心理学 

社会科教育法A 

社会科教育法B 

地理歴史科教育法

A 

地理歴史科教育法

B 

観光政策・関係法 

地方行政論 

市民生活と法 

ミクロ経済学A 

地域産業論 

関西経済論 

都市文化論 

観光経済学 

平和学 

仕事の心理学 

ボランティア論 

サービス・ラーニング 

高校

一種

地理

歴史 

教師論 2 

教育原理 2 

教育心理学 2 

教育行政学 2 

教育課程論 2 

地理歴史科教育法A 2 

地理歴史科教育法B 2 

教育方法論 2 

生徒指導・進路指導論 2 

教育相談の研究 2 

教職実践演習 2 

教育実習B 3 

日本史A 2 

日本史B 2 

日本社会文化論 2 

外国史A 2 

外国史B 2 

ヨーロッパ史 2 

アメリカ史 2 

人文地理学 2 

自然地理学 2 

地誌 2 

生涯学習論 

青年心理学 

社会科教育法A 

社会科教育法B 

公民科教育法A 

公民科教育法B 

都市史 

西洋経済史 

経済地理学 

観光地理学 

生活空間計画論 

日本とアジア 

比較都市論 

平和学 

仕事の心理学 

ボランティア論 

サービス・ラーニング 

この他憲法（２単位）、生涯スポーツⅠ（２単位）、情報リテラシ論Ⅰ（２単位）を履

修しなければならない。 

別表(３) （履修方法）（第５条関係） 
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免許状取得に必要な科目は、次の表にしたがって履修するものとする。 

① 経済学科 

 A：教職に関する科目 B：教科に関する科目 C：教職に関する科目又はD：教科に

関する科目 

中学

一種

社会 

教師論 2 

教育原理 2 

教育心理学 2 

教育行政学 2 

教育課程論 2 

社会科教育法Ⅰ 2 

社会科教育法Ⅱ 2 

道徳教育論 2 

教育方法論 2 

生徒指導・進路指導論 2 

教育相談の研究 2 

総合演習 2 

教育実習Ⅰ 5 

日本史A 2 

外国史A 2 

人文地理学 2 

自然地理学 2 

地誌 2 

現代法入門a 2 

国際法A 2 

マクロ経済学 2 

ミクロ経済学 2 

哲学 2 

生涯学習論 

発達心理学 

青年心理学 

日本史B 日本経済史A 

日本経済史B 日本近

代経済史 日本現代経

済史 経営史 アメリ

カ経営史 外国史B 

西洋経済史A 西洋経

済史B 経済学史A 経

済学史B 経済史入門A 

経済史入門B 経営学

史 史学発達史 現代

法入門b 国際法B 民

法a 民法b 商法a 

商法b 経済法A 経済

法B 行政法 労働法A 

労働法B 国際経済学A 

国際経済学B 経済政

策論A 経済政策論B 

金融論A 金融論B 財

政学A 財政学B 経営

管理論 労務管理論A 

労務管理論B 貿易学 

貿易商務論A 貿易商

務論B 国際貿易論 

国際契約論 貿易政策

論 比較宗教論 倫理

学 

高校 教師論 2 現代法入門a 2 生涯学習論 民法a 民法b 商法a 
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一種

公民 

教育原理 2 

教育心理学 2 

教育行政学 2 

教育課程論 2 

公民科教育法Ⅰ 2 

公民科教育法Ⅱ 2 

教育方法論 2 

生徒指導・進路指導論 2 

教育相談の研究 2 

総合演習 2 

教育実習Ⅱ 3 

現代法入門b 2 

国際法A 2 

国際法B 2 

マクロ経済学 2 

ミクロ経済学 2 

国際経済学A 2 

国際経済学B 2 

哲学 2 

倫理学 2 

発達心理学 

青年心理学 

商法b 経済法A 経済

法B 行政法 労働法A 

労働法B 経済政策論A 

経済政策論B 金融論A 

金融論B 財政学A 財

政学B 経営管理論 

労務管理論A 労務管

理論B 貿易学 貿易

商務論A 貿易商務論B 

国際貿易論 国際契約

論 貿易政策論 倫理

学 社会心理学 比較

宗教論 

・この他憲法（２単位）及び人権論（２単位）を履修しなければならない。 

② 都市文化経済学科 

 A：教職に関する科目 B：教科に関する科目 C：教職に関する科目又はD：教科に

関する科目 

中学

一種

社会 

教師論 2 

教育原理 2 

教育心理学 2 

教育行政学 2 

教育課程論 2 

社会科教育法Ⅰ 2 

社会科教育法Ⅱ 2 

道徳教育論 2 

教育方法論 2 

生徒指導・進路指導論 2 

教育相談の研究 2 

総合演習 2 

教育実習Ⅰ 5 

日本史A 2 

外国史A 2 

人文地理学 2 

自然地理学 2 

地誌 2 

現代法入門a 2 

国際法A 2 

マクロ経済学 2 

ミクロ経済学 2 

社会学 2 

哲学 2 

生涯学習論 

発達心理学 

青年心理学 

日本史B 日本社会文

化史 日本アジア交渉

史 日本都市史 外国

史B ヨーロッパ史 

アメリカ史 史学発達

史 経済地理学A 経

済地理学B 観光空間

論 都市生活空間論 

比較都市論 現代法入

門b 国際法B 行政法 

観光関係法 都市行政

論 レジャー社会学 

地域経済論 都市経済

学 都市・地方財政論 
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都市文化経済論 文化

経済学 マスメディア

論 観光資源論 倫理

学 欧米思想論 比較

宗教論 

高校

一種

地理

歴史 

教師論 2 

教育原理 2 

教育心理学 2 

教育行政学 2 

教育課程論 2 

地歴科教育法Ⅰ 2 

地歴科教育法Ⅱ 2 

教育方法論 2 

生徒指導・進路指導論 2 

教育相談の研究 2 

総合演習 2 

教育実習Ⅱ 3 

日本史A 2 

日本史B 2 

日本社会文化史 2 

外国史A 2 

外国史B 2 

ヨーロッパ史 2 

アメリカ史 2 

人文地理学 2 

自然地理学 2 

地誌 2 

生涯学習論 

発達心理学 

青年心理学 

日本アジア交渉史 日

本都市史 史学発達史 

経済地理学A 経済地

理学B 観光空間論 

都市生活空間論 比較

都市論 

高校

一種

公民 

教師論 2 

教育原理 2 

教育心理学 2 

教育行政学 2 

教育課程論 2 

公民科教育法Ⅰ 2 

公民科教育法Ⅱ 2 

教育方法論 2 

生徒指導・進路指導論 2 

教育相談の研究 2 

総合演習 2 

教育実習Ⅱ 3 

現代法入門a 2 

現代法入門b 2 

国際法A 2 

国際法B 2 

マクロ経済学 2 

ミクロ経済学 2 

社会学 2 

哲学 2 

倫理学 2 

生涯学習論 

発達心理学 

青年心理学 

行政法 観光関係法 

都市行政論 レジャー

社会学 地域経済論 

都市経済学 都市・地

方財政論 都市文化経

済論 文化経済学 マ

スメディア論 観光資

源論 欧米思想論 社

会心理学 比較宗教論 

 


